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＜注記事項＞ 

 適用額については、次のとおりである。 

 （１） 適用額の種類は、税負担軽減措置等の内容によって異なる。例えば、税額控除及び税額を上乗せする特例に

ついては「税額」、課税標準の特例については「課税標準（  ）」と表記し、（  ）には、所得、資本金等

の額、固定資産の価格などの課税標準の内容を記載している。 

 （２） 適用額の総額は、税額控除の特例については税額控除の総額、税額を上乗せする特例については上乗せした

税額の総額、課税標準の特例については課税標準から控除した総額を記載している。 

例①：課税標準が所得の場合は、控除した所得総額を記載 

例②：課税標準が事業所床面積の場合は、控除した床面積（㎡）を記載 

 



 



はじめに 

 

この報告書は、令和２年度の地方税の税負担軽減措置等の適用状況及び国税である法人税の租税特別

措置の直接の影響を受ける地方税の税負担軽減措置等の状況についてまとめたものである。 
 

令和２年度の地方税の税負担軽減措置等の適用状況については、以下の調査結果をまとめたものである。 

 ・総務大臣が行った地方税の賦課徴収の状況に関する調査の結果 
（「道府県税の課税状況等に関する調」、「市町村税課税状況等の調」、「自動車税環境性能割及び軽自動車税環境性能割に係る適用状況に関する調」、 

「自動車税（種別割）のグリーン化に関する調」、「市町村交付金及び都市計画税に関する調」） 

・法第 389 条第 1 項の規定により総務大臣が決定した同項に規定する価格等に基づき算定した法第 757 条第 3 号に 

規定する適用額を集計したもの 
（「総務大臣が決定した償却資産の価格等に基づき算定した適用額の集計」） 

 ・法第 422 条の規定による概要調書に記載された事項 
（「固定資産の価格等の概要調書」） 

・法第 743 条第 3 項の規定による概要調書に記載された事項 
（「大規模の償却資産に関する概要調書」） 

・総務大臣が行った固定資産税の賦課徴収の状況に関する調査の結果 
（「道府県知事が価格等を決定し、配分した償却資産に関する調」） 

 

 また、国税である法人税の租税特別措置の直接の影響を受ける地方税の税負担軽減措置等については、

「適用実態調査情報に基づき推計した租税特別措置ごとの影響額（道府県民税、事業税、市町村民税、

特別法人事業税・地方法人特別税）」としてまとめ、租税特別措置の適用状況の透明化等に関する法律（平

成 22年法律第 8号）第 6条第 1項に規定する適用実態調査情報に基づき、推計したものである。
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